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栃 木 県 人 事 委 員 会 規 則 第 二 十 六 号

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 十 五 年 十 二 月 十 八 日

栃 木 県 人 事 委 員 会 委 員 長 　 　 仲 　 　 根 　 　 進 　 　 一 　

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 規 則 ( 昭 和 二 十 九 年 栃 木 県 人 事 委 員 会 規 則 第 十 四 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 七 条 第 一 項 中 「 第 十 二 条 第 十 一 項 第 三 号 の 二 」 を 「 第 十 二 条 第 十 一 項 第 四 号 」 に 、 「 同 項 第 三 号 の 二 」

を 「 同 項 第 四 号 」 に 、 「 に あ つ て は 別 記 様 式 第 十 三 の 二 に 定 め る 再 就 職 手 当 に 相 当 す る 退 職 手 当 支 給 申 請 書 に

同 項 第 四 号 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 に あ つ て は 別 記 様 式 第 十 四 に 定 め る 常 用 就 職 支 度 金 に 相 当 す る 退 職 手 当 支

給 申 請 書 に 、 同 項 第 五 号 」 を 「 の う ち 雇 用 保 険 法 第 五 十 六 条 の 二 第 一 項 第 一 号 イ に 該 当 す る 者 に 係 る 就 業 促

進 手 当 （ 以 下 「 就 業 手 当 」 と い う 。 ） に 相 当 す る 退 職 手 当 に あ つ て は 別 記 様 式 第 十 三 の 二 に よ る 就 業 手 当 に 相

当 す る 退 職 手 当 支 給 申 請 書 に 、 同 号 ロ に 該 当 す る 者 に 係 る 就 業 促 進 手 当 （ 以 下 「 再 就 職 手 当 」 と い う 。 ） に 相

当 す る 退 職 手 当 に あ つ て は 別 記 様 式 第 十 四 に よ る 再 就 職 手 当 に 相 当 す る 退 職 手 当 支 給 申 請 書 に 、 同 項 第 二 号

に 該 当 す る 者 に 係 る 就 業 促 進 手 当 （ 以 下 「 常 用 就 職 支 度 手 当 」 と い う 。 ） に 相 当 す る 退 職 手 当 に あ つ て は 別 記

様 式 第 十 四 の 二 に よ る 常 用 就 職 支 度 手 当 に 相 当 す る 退 職 手 当 支 給 申 請 書 に 、 条 例 第 十 二 条 第 十 一 項 第 五 号 」

に 改 め る 。

別 記 様 式 第 十 三 の 二 及 び 別 記 様 式 第 十 四 を 次 の よ う に 改 め る 。



（2）平成15年12月18日　木曜日 号外第113号栃　木　県　公　報

別記様式第13の２（第17条関係）（表　面）

就 業 手 当 に 相 当 す る 退 職 手 当 支 給 申 請書

１　申　　請　　者
氏 名

受給資格者証番号
住 所

〒

（電話　　　　　　 ）

２ 就職先の事業所

（下記３①の場合のみ

記載）

３ 職業に就いた日等

について記載するこ

と。

名 称

①　一の雇用契約の期間が７日以上である場合

イ　一週間の所定労働時間　　　　時間　　　分

ハ　雇用期間

ニ　支給対象期間中の就業日数　　　合計　　　日

（イ） 定めなし

（ロ） 定めあり　→　　　年　　月　　日まで（ 年　　箇月）

②　①以外の就業

イ　就業先の事業所等 ロ　就業期間 ハ　就業日数 ニ　就業内容

（電話　　　　　　　　） 日

（電話　　　　　　　　） 日

（電話　　　　　　　　） 日

上記２及び３①の記載事項に誤りのないことを証明する。

年　　月　　日

事業主氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（法人のときは、名称及び代表者氏名）

退職年月日

待 機 日 数

上記の者が下記の期間失業していたことを証明する。

年　　月　　日

公共職業安定所長　　　　　　　　　　　　　　　印

自　　　年　　月　　日　　　
日間

至　　　年　　月　　日

４ 上記２及び３の事業所の事業主は、受給資格に係る離職前の事業主（関連事業主を含む。）であるか否か。

５　申請に係る就業について、公共職業安定所への求職の申込みの日前に雇用の予約があつたか否か。

６ 申請に係る就業について、離職理由による給付制限期間中の最初の１箇月である場合に、公共職業安定

所又は職業紹介事業者の紹介を受けたか否か。

職業紹介事業者の名称 （電話　　　　　　　　）

上記のとおり就業手当に相当する退職手当の支給を申請します。

年　　月　　日

申請者氏名　　　　　　　　　　　印

（任命権者） 様

次回申請日

月　日まで

※ 処

理

欄

支 給 金 額

支給決定年月日

備

考

イ　離職前事業主である。

ロ　離職前事業主ではない。

イ　雇用の予約があった。

ロ　雇用の予約はない。

イ　紹介を受けた。

ロ　紹介を受けていない。

日 給 付 日 数 日 基本手当の日額 円

年　　　月　　　日 求職申込年月日 年　　　月　　　日

合計　　　　日

ロ　雇用年月日　　　　　年　　　月　　　日

所在地 〒

（電話　　　　　　　　　　　　）



平成15年12月18日　木曜日 号外第113号（3）栃　木　県　公　報

（裏　面） 注意事項

１ この申請書は、原則として、失業の認定を受けた期間（前回の失業の認定日から今回の認定日の前日までの期間。認定対象期間＝支給

対象期間（就業手当等））中に職業に就いた（就業した）場合（注）、管轄公共職業安定所の長による失業の証明を受けた後、遅滞なく任

命権者に失業者の退職手当支給申請書（別記様式第８）とともに提出すること。

ただし、就職して被保険者資格を取得した場合など、その就職以後失業の認定を受ける必要のない者については、その後の支給申請を

支給対象期間ごとに行うこととした場合の確認日から次の確認日の前日までの間に郵送によつて申請することができる。

（注）就業手当の支給対象となる職業に就いた（就業した）場合とは、事業主に雇用された場合、自営業を営んだ場合、会社の役員、

嘱託になつた場合などおよそ職業として認められるものに就いた場合又は自営業を開始するための準備やボランティア活動をした

場合などであつて、原則として一日の労働時間が４時間以上のもの（４時間未満であつても、雇用保険の被保険者となる場合や、

自営業を営む等のため公共職業安定所が職業を紹介してもすぐには応じられない場合は就職又は就労となる。）をいい、かつ、安

定した職業（※）以外に就業した場合をいう。（※ここでいう「安定した職業に就いたこと」とは、「１年を超えて引き続き雇用さ

れることが確実であると認められる職業に就き、又はその事業（その事業により受給資格者が自立することができると公共職業安定

所長が認めたものに限る。）を開始したこと」をいうものであること。）

２ ２の「就職先の事業所」欄には、３の①欄の「一の雇用契約の期間が７日以上である場合」（注）に該当する場合に記入すること。ま

た、記載内容を証明する書類（雇用契約書、雇入通知書等）の写しを添付すること。

（注）「一の雇用契約の期間が７日以上である場合」とは、上記１の(注)に掲げた就業であつて、７日以上の期間について雇用契約

を締結して就業するすべての場合をいうものであること。

３ 事業主は、「就職して被保険者資格を取得した場合などその就職以後失業の認定の必要のない者」であつて、郵送による申請が認めら

れる場合について、２及び３の①欄の記載内容の証明を行うこと。この場合、事業主が偽りの証明をした場合には、不正に受給した者と

連帯して、不正に受給した金額の返還とさらにそれに加えて一定の金額の納付を命ぜられ、また、詐欺罪として刑罰に処せられることが

ある。

４　３の②欄には、３の①欄に該当する就業以外のすべての就業について以下の要領で記入すること。

「イ 就業先の事業所等」欄：就業先の事業所等（自宅であれば「自宅」と記載。自営準備活動を行つた場合など特定できないものは

記載不要）とその電話番号（自宅の場合は記載不要）を記入すること。

「ロ　就業期間」欄：その就業した日について「イ 就業先の事業所等」ごとに記入すること（記入例：「５月12日から５月15日ま

で」を雇用期間として就業した場合は、「5/12～5/15」と記入。「５月１日、５月４日、５月10日」の日ごとに

就業した場合は、「５/1、5/4、 5/10」と記入。）。

「ハ　就業日数」欄：「イ 就業先の事業所等」ごとに就業した日数の合計を記入し、「合計」欄には支給対象期間中の就業日数の合計

を記入すること。

「ニ　就業の内容」欄：その就業の具体的な内容を簡潔に記入すること。

５　この申請書には、就業したことを証明する給与明細書などの資料の写しを添付すること。

６　３及び４欄は、雇用契約を締結して就業する場合に該当するものを○で囲むこと。

この場合、２欄の「関連事業主」とは、申請者が就業した事業所が一定の資本の状況から見て離職前の事業主と密接な関係にあるもの

（出資等の割合が50%を超えるもの）である他の事業主のことをいうものであること。

７ ５欄は離職理由による給付制限を受けている場合には、その期間中の最初の１箇月間について該当するものを○で囲むこと。この場合、

申請に係る就業について、職業紹介事業所から紹介を受けて就業したものであるときには、その職業紹介事業者の名称と電話番号を記

入すること。

なお、「職業紹介事業者」とは、厚生労働大臣の許可を受け、又は厚生労働大臣に届出をして職業紹介事業を行う者のことをいうもの

であること。



（4）平成15年12月18日　木曜日 号外第113号栃　木　県　公　報

別記様式第14（第17条関係）（表　面）

再 就 職 手 当 に 相 当 す る 退 職 手 当 支 給 申 請書

① 申　　　請　　　者

事
　
　
　
業
　
　
　
主
　
　
　
の
　
　
　
証
　
　
　
明

② 就職先の事業所

③ 雇 入 年 月 日

⑤ 職 種

⑦ 賃 金 月 額 万 千円 ⑧ 雇 用 期 間
イ 定めなし

ロ 定めあり　 → 年 月 日まで(  年　 箇月)

年 月　 日

⑨　上記の記載事項に誤りのないことを証明する。

年 月 日

事業主氏名 印

(法人のときは、名称及び代表者氏名) 

⑩ ③の雇入年月日又は事業開
始年月日前３年間における就
業についての再就職手当に相
当する退職手当、常用就職支
度金に相当する退職手当又は
常用就職支度手当に相当する
退職手当の受給の有無

上記のとおり再就職手当に相当する退職手当の支給を申請します。

年　　 月 日

申請者氏名 印

（任命権者） 様

※
　
処
　
理
　
欄

所 定 給 付 日 数

支 給 残 日 数

支 給 金 額

支給決定年月日

日

日

円

年 月 日

備
　
　
　
　
　
考

イ 再就職手当に相当する退職手当、常用就職支度金に相当する退職手当又は常用就職支度手当に
相当する退職手当を受給したことがある。

ロ 再就職手当に相当する退職手当、常用就職支度金に相当する退職手当及び常用就職支度手当に
相当する退職手当のいずれも受給したことがない。

④ 採 用 内 定 年 月 日

⑥　一週間の所定労働時間

年　　　月　　　日

時間　　　分

名 称

所 在 地

事 業 の
種 類

〒

(電話 ) 

氏 名

受 給 資 格
者 証 番 号

住 所
〒

(電話 )

（裏　面） 注意事項

１ この申請は、③欄に記載した雇入年月日又は事業開始年月日の翌日から起算して１箇月以内（提出期限）に、各任命権者に提出する

こと。なお、期間経過後に提出した場合は、特別の事情があると認められない限り受理されない。

２ この申請書には、受給資格者証を添えること。

３ 雇用された受給資格者にあつては、①から⑩までの欄に記入し、事業を開始した受給資格者にあつては、①から③まで及び⑩欄に記

載すること。

４　⑧欄は、該当するものを○で囲むこと。また、「ロ　定めあり」を○で囲んだ場合には、その雇用期間を具体的に記載すること。

５　⑩欄は、該当するものを○で囲むこと。

６　事業主は、⑨欄の証明を行うとともに、速やかに雇用保険被保険者資格取得届の提出を行うこと。

７　※印欄には、記載しないこと。



平成15年12月18日　木曜日 号外第113号（5）栃　木　県　公　報

別 記 様 式 第 十 四 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。

別記様式第１４の２（第17条関係）（表 面）

常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請書

① 申　　　請　　　者

事
　
　
　
業
　
　
　
主
　
　
　
の
　
　
　
証
　
　
　
明

② 就職先の事業所

(開始した事業)

③ 雇 入 年 月 日

(事業開始年月日)

⑤　職 種

⑦　賃 金 月 額

⑨ 上記の記載事項に誤りのないことを証明する。

年 月 日

事業主氏名 印

(法人のときは、名称及び代表者氏名)  

⑩ ③の雇入年月日又は事業開始年

月日前３年間における就業につい

ての再就職手当に相当する退職手

当、常用就職支度金に相当する退

職手当又は常用就職支度手当に相

当する退職手当の受給の有無

上記のとおり常用就職支度手当に相当する退職手当の支給を申請します。

年　　月　　日

申請者氏名 印

（任命権者） 様

備
　
　
　
考

※処理欄 支 給 金 額 円 支 給 決 定 年 月 日 年　　　月　　　日

イ 再就職手当に相当する退職手当、常用就職支度金に相当する退職手当又は常用就職支度手当

に相当する退職手当を受給したことがある。

ロ 再就職手当に相当する退職手当、常用就職支度金に相当する退職手当及び常用就職支度手当

に相当する退職手当のいずれも受給したことがない。

年 月 日

万 千円

④ 採 用 内 定 年 月 日

⑥　一週間の所定労働時間

⑧　雇 用 期 間

年　　　月　　　日

時間　　　分

イ 定めなし

ロ 定めあり → 年 月 日まで( 年　　箇月)

名 称

所 在 地

事業の種類

〒

(電話 )

氏 名

受給資格証番号
住 所

〒

(電話　　　　　　　　　　)

（裏　面）注意事項

１ この申請は、③欄に記載した雇入年月日又は事業開始年月日の翌日から起算して１箇月以内（提出期限）に、各任命権者に提出する

こと。なお、期間経過後に提出した場合は、特別の事情があると認められない限り受理されない。

２ この申請書には、受給資格者証を添えること。

３　⑧欄は、該当するものを○で囲むこと。また、「ロ　定めあり」を○で囲んだ場合には、その雇用期間を具体的に記載すること。

４　⑩欄は、該当するものを○で囲むこと。

５　※印欄には、記載しないこと。



附 　 則

（ 施 行 期 日 ）

１ 　 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 失 業 者 の 退 職 手 当 の 支 給 に 関 す る 経 過 措 置 ）

２ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 平 成 十 五 年 栃 木 県 条 例 第 五 十 九 号 。 以 下 こ の 項 及

び 次 項 に お い て 「 改 正 条 例 」 と い う 。 ） 附 則 第 七 項 に 規 定 す る 失 業 者 の 退 職 手 当 の 額 は 、 改 正 条 例 に よ る 改

正 後 の 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 第 十 二 条 の 規 定 を 適 用 す る と し た な ら ば 受 け る こ と と な る 失 業 者 の 退 職

手 当 の 額 と 改 正 条 例 附 則 第 二 項 、 第 三 項 及 び 第 六 項 の 規 定 に よ り 受 け る こ と と な る 失 業 者 の 退 職 手 当 の 額 と

の い ず れ か 多 い 額 と す る 。

３ 改 正 条 例 附 則 第 八 項 た だ し 書 に 規 定 す る 失 業 者 の 退 職 手 当 の 額 は 、 改 正 条 例 附 則 第 八 項 本 文 の 規 定 を 適 用

す る と し た な ら ば 受 け る こ と と な る 失 業 者 の 退 職 手 当 の 額 と 改 正 条 例 附 則 第 二 項 、 第 三 項 及 び 第 六 項 の 規 定

に よ り 受 け る こ と と な る 失 業 者 の 退 職 手 当 の 額 と の い ず れ か 多 い 額 と す る 。
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